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【開催日】 令和２年９月１日 

【開催場所】 議場 

【開会・散会時間】 午後１時～午後１時２４分 

【出席委員】 

委 員 長 矢 田 松 夫 副 委 員 長 河 野 朋 子 

委 員 伊 場   勇 委 員 大 井 淳一朗 

委 員 岡 山   明 委 員 奥   良 秀 

委 員 河 﨑 平 男 委 員 笹 木 慶 之 

委 員 水 津   治 委    員 杉 本 保 喜 

委 員 髙 松 秀 樹 委 員 恒 松 恵 子 

委 員 中 岡 英 二 委 員 中 村 博 行 

委 員 長谷川 知 司 委 員 藤 岡 修 美 

委 員 松 尾 数 則 委 員 宮 本 政 志 

委 員 森 山 喜 久 委 員 山 田 伸 幸 

委 員 吉 永 美 子   
  
【欠席委員】 なし 

 

【委員外出席議員等】 

議 長 小 野   泰   

 

【傍聴議員】 なし 
 

【執行部出席者】   

副市長 古 川 博 三 企画部長 清 水   保 

企 画 部 次 長 兼 企 画 課 長 和 西 禎 行 財政課長 山 本   玄 

財政課課長補佐 村 長 康 宣 財政課調整係長 鈴 木 一 史 

財政課財政係長 野 原 崇 史   

 

【事務局出席者】 

事 務 局 長 尾 山 邦 彦 事 務 局 次 長 石   田    隆 

事務局主査兼庶務調査係長 島 津 克 則 議会事務局書記 光 永 直 樹 

 

【付議事項】 

１ 議案第７８号 令和元年度山陽小野田市一般会計歳入歳出決算認定につ

いて 

 



2 

 

午後１時 開会 

 

矢田松夫委員長 ただいまから一般会計予算決算常任委員会を開会いたします。

本日の審査日程についてはお手元に配布してありますとおり進めてまい

ります。先ほどの本会議で、当委員会に付託された議案第７８号、令和

元年度山陽小野田市一般会計歳入歳出決算認定の審査方法については、

昨年同様に事業審査を中心に行います。事務事業評価シートについては

変更がありませんので、執行部に令和元年度決算の総括説明を求めたい

と思っております。よろしくお願いします。 

 

山本財政課長 それでは議案第７８号、令和元年度山陽小野田市一般会計歳入

歳出決算認定につきまして、財政課から総括的な説明をいたします。お

手元の議案、歳入歳出決算書の５ページをお開きください。歳入歳出決

算総括表といたしまして、歳入につきましては、前年度と比較して、国

庫支出金や県支出金、繰入金、繰越金などの増があるものの、市税や地

方消費税交付金、財産収入、市債などの減により、１３億４，０１０万

７，３９８円減の３１１億１，８５２万３，７４１円となりました。歳

出額につきましては、前年度と比較して、本庁舎改修事業や市民館改修

事業、病院事業会計繰出金、埴生小中学校整備事業などの増があるもの

の、学校給食共同調理場建設事業の皆減や、山口東京理科大学薬学部校

舎整備事業、新火葬場建設事業などの減により、８億４，４６０万４，

５７６円減の３０４億２，５７５万３，４０３円となり、歳入歳出差引

額は、６億９，２７７万３３８円となりました。このうち、令和２年度

に繰り越すべき財源２億６，０６０万３，６０６円を除いた４億３，２

１６万６，７３２円が残高となり、翌年度へ繰り越しをいたしておりま

す。６ページ、７ページをお開きください。歳入といたしまして、１款

市税から、１０ページ、１１ページの２２款市債までの予算現額、調定

額、収入済額などにつきまして、記載をいたしております。また、先に

お配りをしております一般会計予算決算常任委員会資料も、併せて御覧

ください。歳入の主な内容ですが、６ページ、７ページの１款市税につ

きましては、固定資産税の家屋や軽自動車税、市たばこ税などの増があ

りましたが、市民税の個人所得割や法人税割、固定資産税の償却資産な

どの減により、市税全体では、前年度と比較して、以下、千円単位で申

し上げますが、２億５，９５８万６,０００円減の１０２億６，９２０万

９,０００円となりました。２款地方譲与税につきましては、令和元年度

から創設されました森林環境譲与税の皆増のほか、特別とん譲与税の増

などにより、対前年度８７２万４,０００円増の１億８，１７０万４,０
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００円、６款地方消費税交付金につきましては、対前年度５，９７２万

２,０００円減の１０億４，４３７万８,０００円となりました。また、

８款自動車取得税交付金、８ページ、９ページの９款環境性能割交付金

につきましては、消費税率の引き上げに併せ、令和元年９月末をもって

県税であります自動車取得税が廃止となり、登録車については県税、軽

自動車については市税において、新たに環境性能割が導入されました。

これに伴い、年度途中で廃止されました自動車取得税交付金は、対前年

度２，４６６万２,０００円減の２，７４２万円、新設されました県税に

係る環境性能割交付金は、８１０万４,０００円の皆増となりました。続

きまして、１０款地方特例交付金につきましては、消費税率引上げに伴

う需要変動の平準化のための自動車税環境性能割及び軽自動車税環境性

能割の臨時的軽減に係る減収補填や、令和元年１０月から開始されまし

た幼児教育の無償化に係る地方負担に対する臨時的な財源措置等により、

対前年度９，０８７万２,０００円増の１億３，９３１万２,０００円と

なりました。次に、１１款地方交付税のうち、普通交付税につきまして

は、基準財政需要額の総額に大きな増減はありませんでしたが、一方、

基準財政収入額は、市民税法人税割や固定資産税などの増により、前年

度と比較し約２億４，０００万円の増となりました。しかしながら、令

和元年度の算定におきましては、臨時財政対策債への振替額が約２億８，

０００万円減となったことなどから、基準財政収入額の増という交付額

の減額要因はありましたものの、最終的な普通交付税の額は、対前年度

６，１１５万９,０００円増の５４億３，１２９万１,０００円となりま

した。また、特別交付税につきましては、対前年度１，９３５万１,００

０円増の６億５，１９５万８,０００円となりました。１３款分担金及び

負担金につきましては、幼児教育の無償化に伴う保育所運営費負担金の

減などにより、対前年度７，２２０万２,０００円減の２億１，９２２万

３,０００円となりました。１４款使用料及び手数料につきましては、急

患診療所診察料などの増がありましたが、霊園使用料、道路占用使用料、

公営住宅使用料の減に加え、幼児教育の無償化に伴う保育所使用料及び

幼稚園使用料の減などにより、対前年度４，８０９万７,０００円減の４

億８，１５１万６,０００円となりました。１５款国庫支出金につきまし

ては、児童手当、生活保護費、幼稚園就園奨励費などの減がありました

が、プレミアム付商品券事務費及び事業費補助金や子育てのための施設

等利用給付費、参議院議員選挙事務費などの皆増や、児童扶養手当給付

費、子どものための教育・保育給付費、子ども・子育て支援交付金、ブ

ロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金、施設周辺整備助成補助金など

の増により、対前年度３億２，２８９万２,０００円増の３７億９，３１
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８万４,０００円となりました。また、１６款県支出金につきましては、

換地業務委託費の皆減や、福祉医療助成費、多子世帯保育料等軽減事業

費、県税徴収事務費などの減がありましたが、子育てのための施設等利

用給付費の皆増や子どものための教育・保育給付費、農業委員会費、子

ども・子育て支援交付金、県議会議員選挙事務費の増などにより、対前

年度４，１８２万１,０００円増の１７億１，５６４万６,０００円とな

りました。１７款財産収入につきましては、市有地売払収入の減などに

より、対前年度７，９０９万３,０００円減の２，９７２万円となりまし

た。１０ページ、１１ページをお開きください。１８款寄附金につきま

しては、ふるさと寄附金などの増がありましたが、総務費寄附金などの

減により、対前年度１，６８４万９,０００円減の９，３１０万円となり

ました。１９款繰入金につきましては、公立大学法人運営基金繰入金や

地域福祉基金繰入金などの減がありましたが、財政調整基金繰入金の皆

増などにより、対前年度１億６，７１７万５,０００円増の５億２，４２

２万２,０００円となりました。２０款繰越金につきましては、対前年度

８，０９６万９,０００円増の１１億８，８２７万３,０００円となりま

した。２１款諸収入につきましては、病院会計貸付金元利収入の皆減や

リサイクル事業収益金などの減がありましたが、プレミアム付商品券購

入者負担金や療養給付費負担金精算金の皆増のほか、市税滞納延滞金、

金融機関預託金元金収入、福祉医療助成費高額療養費、国・県負担金等

に係る過年度収入などの増により、対前年度１億７，３３８万６,０００

円増の７億５，５９０万６,０００円となりました。２２款市債につきま

しては、市民館整備事業債や庁舎整備事業債、小学校整備事業債などの

増がありましたが、給食施設整備事業債などの皆減や大学整備事業債、

火葬場整備事業債、臨時財政対策債などの減により、対前年度１７億４，

２１９万２,０００円減の４４億３，２１６万１,０００円となりました。

次に、１２ページ、１３ページをお開きください。歳出といたしまして、

１款議会費から、次の１４ページ、１５ページの１３款予備費までの予

算現額、支出済額、不用額などを記載いたしております。歳出の主な内

容につきまして、目的別に見ますと、１款議会費につきましては、議会

映像配信システムの更新に伴うシステム改修委託料の皆増や議事録作成

支援システムの導入に伴う機械器具費などの増により、対前年度７７７

万１,０００円増の２億３，９７０万７,０００円となりました。２款総

務費につきましては、プレミアム付商品券事業費や参議院議員選挙費の

皆増のほか、財政調整基金積立金や本庁舎改修事業費、市民館改修事業

費などの増がありましたが、退職手当に係る他会計負担金の皆減のほか、

退職手当や退職手当基金積立金、公立大学法人運営基金積立金、山口東
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京理科大学薬学部校舎整備事業費などの減により、対前年度１２億９８

３万４,０００円減の６５億１，７４０万円となりました。３款民生費に

つきましては、児童手当、公立保育所整備事業、生活扶助費、医療扶助

費などの減がありましたが、施設等利用給付費負担金などの皆増のほか、

介護保険特別会計繰出金や就労継続支援給付費、放課後等デイサービス

給付費、私立幼稚園運営費負担金、児童扶養手当などの増により、対前

年度３億１，６３７万１,０００円増の１０１億２，１０２万７,０００

円となりました。４款衛生費につきましては、病院事業会計繰出金など

の増がありましたが、予防接種委託料や新火葬場建設事業などの減によ

り、対前年度３億７，４７０万７,０００円減の２５億７４３万９,００

０円となりました。５款労働費につきましては、労働会館空調設備更新

事業の皆減などにより、対前年度４３０万７,０００円減の５，２１３万

円となりました。６款農林水産業費につきましては、森林経営管理事業

などの皆増のほか、農業委員会費における委員報酬や梶漁港しゅんせつ

工事などの増があったものの、担い手確保・経営強化支援事業補助金、

目出地区小規模治山事業、漁港・海岸長寿命化計画等策定業務などの皆

減のほか、多面的機能支払制度補助金や小規模土地改良事業助成金、後

潟上地区ほ場整備事業などの減により、対前年度２，０１４万４,０００

円減の４億２，９９３万４,０００円となりました。７款商工費につきま

しては、バス路線再編計画等作成委託料や商工センター外壁工事などの

皆減のほか、山口東京理科大学生市内定住促進業務の減などがありまし

たが、用地取得奨励金の皆増や、工場設置奨励金、金融機関預託金など

の増により、対前年度１億６，３２６万２,０００円増の５億７，３４９

万４,０００円となりました。８款土木費につきましては、地理情報シス

テム更新事業の皆減のほか、小規模土木事業助成金、都市計画道路整備

県事業負担金などの減がありましたが、用途地域見直しに係る調査委託

料の皆増のほか、東下津地区内水対策施設整備事業や、小野田駅前地区

都市再生整備計画事業などの増により、対前年度２億８，８５３万５,

０００円増の２７億３，２８３万１,０００円となりました。続きまして、

１４ページ、１５ページをお開きください。９款消防費につきましては、

宇部・山陽小野田消防組合費分担金などの減がありましたが、非常備消

防費における消防ポンプ自動車及び小型動力ポンプの購入費の皆増など

により、対前年度４３５万円増の１０億３，３６０万１,０００円となり

ました。１０款教育費につきましては、学校給食共同調理場建設事業の

皆減のほか、幼稚園就園奨励費の減などがありましたが、高千帆小学校

校舎建設事業、出合小学校外壁改修工事などの皆増のほか、外国語指導

助手報酬や小中学校等空調設備整備事業、埴生小中学校整備事業、埴生
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地区複合施設整備事業、給食共同調理場管理運営費などの増により、対

前年度７，１８４万８,０００円増の３４億６４３万１,０００円となり

ました。１１款災害復旧費につきましては、衛生施設災害復旧費、道路

橋りょう河川災害復旧費などの増により、対前年度３，３３０万２,００

０円増の４，９２４万４,０００円となりました。１２款公債費につきま

しては、地方債元金償還金、利子償還金、一時借入金利子償還金は、い

ずれも減となり、対前年度１億２，１０５万１,０００円減の２７億６，

２５１万６,０００円となりました。次に、歳出におきまして、性質別の

決算額について、御説明いたします。お手元の令和元年度決算に係る主

要な施策の成果その他予算の執行等の実績報告書の５２ページをお開き

ください。５２ページの下段の表、２、歳出の状況につきまして、性質

別に主な内容を御説明いたします。まず、人件費につきましては、退職

手当などの減がありましたが、農業委員会費における委員報酬や外国語

指導助手報酬、職員給与、参議院議員選挙、県議会議員選挙の実施など

に伴う時間外勤務手当の増などにより、対前年度、３，３１２万６,００

０円増の３７億９，０９５万７,０００円となりました。扶助費につきま

しては、児童手当や生活保護扶助費などの減がありましたが、施設等利

用給付費負担金の皆増のほか、放課後等デイサービス給付費、私立幼稚

園運営費負担金、児童扶養手当などの増により、対前年度２億４，３６

６万５,０００円増の６２億６，４０８万７,０００円となりました。補

助費等につきましては、退職手当に係る他会計負担金の皆減や、宇部・

山陽小野田消防組合費分担金、幼稚園就園奨励費などの減がありました

が、令和元年度から公営企業会計に移行いたしました下水道事業、農業

集落排水事業への繰出しや、プレミアム付商品券事業負担金、用地取得

奨励金の皆増のほか、病院事業会計繰出金、工場設置奨励金などの増に

より対前年度１４億４，５２２万７,０００円増の５３億６，４９６万３,

０００円となりました。積立金につきましては、退職手当基金積立金、

公立大学法人運営基金積立金などの減がありましたが、財政調整基金積

立金などの増により、対前年度６，５４４万４,０００円増の８億９，８

３１万１,０００円となりました。投資及び出資・貸付金につきましては、

下水道事業会計への出資金などの皆増により、対前年度３億４，３５５

万７,０００円増の４億９，８５５万７,０００円となりました。繰出金

につきましては、介護保険特別会計繰出金などの増がありましたが、公

営企業会計に移行しました下水道事業、農業集落排水事業の各特別会計

への繰出金の皆減などにより、対前年度１０億６，４６０万３,０００円

減の２７億５０２万円となりました。投資的経費では、普通建設事業に

おきましては、本庁舎改修事業、市民館改修事業、東下津地区内水対策
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施設整備事業、小中学校等空調設備整備事業、埴生小中学校整備事業、

埴生複合施設整備事業などの増がありましたが、学校給食共同調理場建

設事業などの皆減のほか、山口東京理科大学薬学部校舎整備事業や、公

立保育所整備事業、新火葬場建設事業などの減により、対前年度２０億

７１５万３,０００円減の４７億２，８３７万円となりました。また、災

害復旧事業費は、衛生施設災害復旧費、道路橋りょう河川災害復旧費な

どの増により、対前年度３，２５４万円増の４，９２０万６,０００円と

なりました。次に、議案、歳入歳出決算書にお戻りください。一般会計

歳入歳出決算に関する説明書につきましては、歳入は５６ページから、

歳出は１１２ページから掲載いたしております。また、２９７ページに

は、実質収支に関する調書、２９８ページから３１０ページには、財産

に関する調書を掲載しております。最後に、令和元年度決算に係る主要

財政指標として、財政力指数につきましては、３か年平均で、対前年度

０．００１ポイント減の０．６１６、単年度では対前年度０．００３ポ

イント増の０．６１９となっております。また、経常収支比率につきま

しては、臨時財政対策債を経常一般財源とした指数で、対前年度３．４

ポイント増の９５．２％となっております。以上、一般会計歳入歳出決

算につきまして、総括的な説明をいたしました。御審査のほど、よろし

くお願いいたします。 

   

矢田松夫委員長 執行部の説明がありました。質疑については各分科会される

質疑でなく、全体的、大局的な見地に立った総括的な質疑がありました

ら、ここでお受けしたいと思います。 

 

山田伸幸委員 全体的に歳出のほうで不用額が非常に多いという印象を持った

んですが、この要因、費目ごとに出ているので細かく見ていかないと分

からないんですけど、大雑把にこれが原因というのを何か考えておられ

ることがあればお答えください。 

 

山本財政課長 不用額の増減については、大体例年、１２月か３月補正におい

て、５０万円あるいは１００万円を超えるような不用が見込まれる場合

は予算を減額補正しましょうということを庁内で呼び掛けてやっており

ます。ただ、年度によってはその段階で見込めなかった場合などもある

かと思いますので、不用額の多い少ないというのを余り今整理できてい

ませんけども、各課の判断においてやむなく残ったものもあるのだろう

と思っております。以上です。 
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河野朋子委員 経常収支比率の件ですけど、９１とか９２とかその辺りでずっ

と推移してきていましたが、今回、令和元年度の決算によりますと９５．

２と、かなり数値が上昇してきております。これについての原因、そし

て今後の動向というか、その辺りの説明をお願いいたします。 

 

山本財政課長 経常収支比率につきましては、皆さんの関心の高い指標かなと

思いますし、我々も決算統計という作業を終えて、一応この数値を確認

して、かなりやはり上がったなという印象は持ちました。これがなぜこ

のように上がるのかっていうのはいろいろな事情がありまして、ちょっ

と網羅的に説明するのはなかなか難しいんですけども、一つ私が思うに、

今年度突然上がったというわけではなくて、例えば平成２８年度辺りか

ら実は、経常収支比率の数値上は本市の場合、現れておりませんでした

が、それは、理科大の交付税措置がかなりこの経常収支比率を押し下げ

る効果がしばらく２８、２９年辺りまであったと。実際には、それらを

除いて考えると、もう２８年度辺りで、もう９５とか９６とかその辺り

の数値に行っていたんではないかというふうに考えております。今後ど

のようになるのかということですけども、今年度、数値が非常に悪かっ

た一つの要因としては、市税が下がって、交付税も下がったと。交付税

というよりも臨時財政対策債と交付税を一つと考えた場合に、そちらの

ほうも下がってしまったということで、これらの影響で一般財源の総額

が約５億円減少しています、対前年度で。その影響で前年と比較してか

なり数値が悪化したというのはありますけども、今後は、今申し上げた

ように、基本的にはやはり硬直化が進んでいるのかなというふうに思っ

ていますし、令和２年度以降は、歳入だけの問題ではなくて、今まで公

債費については、大体２６年度以降から毎年１億円ずつぐらい落ちてき

ていたんですけども、これが逆に増加するという傾向に転じます。です

から、経常的な経費、この辺りも含めて歳出改革を進めるということで

対応してまいりたいと思っております。 

 

山田伸幸委員 それと関心が高い問題としていつも注目しているのが地方債の

残高ですね。これ５年間を見ていくと、毎年上がっているんですね、こ

の度の令和元年度の決算状況でいうと４００億円を超えております。こ

れは、いつ頃がピークになっていくのか、そういった見通し等は持って

おられるでしょうか。 

 

山本財政課長 残高については、単年度で償還する額よりも借り入れる額、元

金を償還するよりも借り入れる額が大きければ、当然増えていくという



9 

 

ことでございます。近年は、ちょっと大型の建設事業に積極的に取り組

んでおりましたので、これはどうしても地方債の残高が上がっていかざ

るを得ないというところがございました。今後の事業の取組方、その規

模やどのぐらいのペースでやっていくのか、この辺り次第でございます

ので、ちょっと今この場で来年下がりますよとか、そういったことは申

し上げられませんが、この辺はなるべく財政運営に支障がないような残

高で推移させていきたいというふうに思っております。 

 

矢田松夫委員長 ほかに質疑はありませんか。なければ、以上で質疑を終わり

ます。今後の一般会計決算に関わる事業評価の方法については、昨年と

同様に、今定例会中の分科会において事業評価を行うんですけれど、昨

年と同様に分科会長が分科会の中でその評価をまとめられて、その評価

を事務局に提出していただきたいと思っております。なければ以上で、

一般会計予算決算常任委員会を散会いたします。 

 

午後１時２４分 散会 

 

令和２年９月１日 

 

一般会計予算決算常任委員長 矢 田 松 夫 

 

 

 

 


